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平成２３年東北地方太平洋沖地震に起因して生じた事態に対応するための人事院

規則１０－５（職員の放射線障害の防止）の一部改正について（通知）

今般、平成２３年東北地方太平洋沖地震に起因して生じた事態に対応するため、人事院

規則１０－５（職員の放射線障害の防止）の一部改正を行いました。

今般の規則改正は、東北地方太平洋沖地震に起因して生じた東京電力福島第一原子力発

電所の事象に対し、原子力災害の拡大の防止を図るための応急の対策を迅速に実施するた

め、特にやむを得ない緊急の措置として行うものであることから、その趣旨を十分に理解

し、下記の事項を踏まえ、職員の安全管理に係る運用を徹底してください。

記

１ 本規則の適用対象となる区域は、原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５

６号）第１７条第８項に規定する緊急事態応急対策実施区域に指定された地域内である

こと。

２ 本規則の施行日は平成２３年３月１７日であるが、本規則の適用に当たっては、原子

力緊急事態宣言がなされた日から原子力緊急事態解除宣言がなされた日までの間におけ

る緊急作業で被ばくした線量について通算すること。

３ 本規則の「特にやむを得ない緊急の場合」とは、事故の制御と即時かつ緊急の救済作

業を行うことがやむを得ない場合をいうこと。

４ 上記１の区域で、上記３の作業を行う職員に対しては、放射線検出器を用いて、安全

管理を徹底すること。
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